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（３） 経営比較分析表を活用した現状分析
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管 路 延 長

水 源

料 金 体 系 の
概 要 ・ 考 え 方

施 設 能 力 11,400 ㎥／日

これまでの主な経営健全化の取組

　平成１８年４月に水道課・下水道課の業務統合を行いました。当初は統合前と同様の組織体系を継承した６係体制で運営し、その後、平成２
２年１０月の機構改革により各業務係の統合、また、施設係を各工務係に集約しました。これにより、事業における事務費や人件費の削減を
行いました。
　また、定期的な漏水調査により、有収率の向上に取り組んでいるほか、平成27年度よりデマンドコントロール装置を導入し、電力費の削減を
実施し、浄水場の維持管理費の削減を図っています。

　岡垣町の水道水は85％が地下水のため、類似団体と比較すると給水原価が低く抑えられています。一方で、経常収支比率や料金回収率に
ついては類似団体や全国平均と比べ低い状況にあります。特に、料金回収率が100％以下となっていることから、適切な料金設定となってい
ないことが分かります。
　また、計画的に配水管の更新を行っているものの、管路経年化率は非常に高い数値となっており、管路の老朽化が進んでいるといえます。

平成2年4月1日

供 用 開 始 年 月 日 昭 和 37 年 5 月 1 日

別添１－２

岡垣町水道事業経営戦略

事業の現況

　岡垣町の水道料金は、使用水量の多少に関係なく負担する基本料金と、使用水量に応じて負担する従量料
金の二部料金制となっています。

236.25

千ｍ

料 金 改 定 年 月 日
（ 消 費 税 の み の 改 定 は 含 ま な い ）

施 設 利 用 率 79.15

施 設 数

策 定 日 ：

団 体 名 ：

事 業 名 ：

有 収 水 量 密 度

　岡垣町

　水道事業

1

1.85

配水池設置数

計 画 給 水 人 口 32,300

現 在 給 水 人 口 30,577法 適 （ 全 部 ・ 財 務 ）
・ 非 適 の 区 分

法適（全部適用）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（複数選択可）

浄水場設置数

表流水 , ダム , 伏流水 , 地下水 , 受水 , その他

上下水道課

（課長１名）

上水道工務係

（課長補佐１名、係員４名）

業務係（下水道と兼務）

（係長１名、係員２名）



グラフ凡例
当該団体値（当該値）

類似団体平均値（平均値）

平成28年度全国平均

※　平成24年度から平成25年度における各指標の類似団体平均値は、当時の事業数を基に算出していますが、管路経年化率及び管路更新率については、平成26年度の事業数を基に類似団体平均値を算出しています。

全体総括

　水道事業は昭和37年度から供用開始し、既に55年
が経過している。
　管路経年化率も高く、施設は老朽化しており、今
後、更新投資額の増大が見込まれる。しかし、給水
収益は年々減少しており、経常収支比率も100%を超
えているものの類似団体等と比較しても低い数値と
なっている。また、料金回収率も低い水準にあり、
今後も各種経営指標の推移にも着目し、健全な経営
に努めるとともに、料金の見直しを検討する必要が
ある。

「施設全体の減価償却の状況」 「管路の経年化の状況」 「管路の更新投資の実施状況」

2. 老朽化の状況について

　管路経年化率は、管種・管材により評価し計画的
に更新しているが、類似団体や全国平均と比較する
と非常に高い数値となっており、老朽化が進んでい
ると言える。
　今後も引き続き、現有施設の健全性を適切に評価
し、将来における資産の更新需要を把握し、重要
度・優先度を踏まえた更新投資に取り組む必要があ
る。

「料金水準の適切性」 「費用の効率性」 「施設の効率性」 「供給した配水量の効率性」

2. 老朽化の状況

分析欄

1. 経営の健全性・効率性 1. 経営の健全性・効率性について

　平成18年4月に事務事業の効率性と職員の削減に
よる人件費の軽減を図るため、水道課と下水道課の
組織統合を行うなど一般経費の削減に努めている。
　また、岡垣町の水道の約85％は地下水を水源とし
ており、類似団体等と比較しても原価は低く抑えら
れている。
　県内でも比較的低い水道料金で、平成2年度より
実質的な料金改定を行わず、効率的な経営に努めて
きたが、経常収支比率は100％を超えてはいるもの
の類似団体や全国平均と比べても低い状況である。
また、料金回収率も類似団体等と比較すると割合が
低く、100％以下となっており、適正な料金収入に
なっていないと言える。
　節水意識の向上や節水機器の普及、大口契約者の
使用形態の変更、少子高齢化の進展など水道を取り
巻く環境は大きく変化し、給水戸数は伸びても収益
は減少しており、今後も長期的な財政計画のもと経
費の節減に努める予定である。

「経常損益」 「累積欠損」 「支払能力」 「債務残高」

－

- 44.13 95.59 2,880 30,712 15.45 1,987.83 【】

48.64 661.04 ■

資金不足比率(％) 自己資本構成比率(％) 普及率(％) 1か月20ｍ
3
当たり家庭料金(円) 現在給水人口(人) 給水区域面積(km

2
) 給水人口密度(人/km

2
)

法適用 水道事業 末端給水事業 A5 非設置 32,153

経営比較分析表（平成28年度決算）
福岡県　岡垣町

業務名 業種名 事業名 類似団体区分 管理者の情報 人口（人） 面積(km
2
) 人口密度(人/km

2
)
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②累積欠損金比率(％) ③流動比率(％) ④企業債残高対給水収益比率(％)

⑤料金回収率(％) ⑥給水原価(円) ⑦施設利用率(％) ⑧有収率(％)

①有形固定資産減価償却率(％) ②管路経年化率(％) ③管路更新率(％)

【114.35】 【0.79】 【262.87】 【270.87】

【90.22】【59.94】【163.27】【105.59】

【47.91】 【15.00】 【0.76】



２．将来の事業環境

（１）

（２）

（３）

（４）

（５）

３．経営の基本方針

　
　平成19年度から、平成28年度の給水収益（税抜）の推移から、収益の減少率を算出し、
将来推計を行いました。

　岡垣町では、宅地開発による新築家屋の増加や集合住宅の建築等により、給水戸数は
増加傾向にありますが、給水収益は毎年度減少しています。そのため、今後給水収益が
大きく増加する要因はないと考えられ、今後も収益の減少が予測されます。

給水人口の予測

　岡垣町第５次総合計画後期基本計画の人口推計に基づき、給水人口の将来推計を行
いました。
　
　岡垣町の人口は、少子高齢化の影響により減少傾向にあることから、給水人口も減少
していく見込みとなっています。給水人口は毎年約500人減少し、平成39年度には25,094
人となることが予測されます。

　平成19年度から平成28年度までの有収水量の推移から水量の減少率を算出し、将来
推計を行いました。

　岡垣町での水需要は、節水意識の向上や節水機器の普及、大口契約者の使用形態の
変更により徐々に減少している状況にあります。また、給水人口も減少していく見込みと
なっていることから、水需要の減少に拍車をかけることが予測されます。

水需要の予測

　
　岡垣町水道事業は、昭和35年に簡易水道事業を開始し、昭和37年から供用開始を行いました。その後、昭和40年から水道事業として事業
展開を行い、既に約58年が経過しています。このため、施設・管路の老朽化への対応、安心・快適な給水の確保、災害対策などの危機管理
の充実等を計画的に行うことが重要となります。その一方で、給水人口や給水収益は減少傾向にあり、財政の面では非常に厳しい状況のた
め、より一層効率的、効果的な経営を行う必要があります。
　今後、施設・管路の整備面では計画的な改修工事の実施、経営面では料金の見直し、効率的な運営を行っていくことを基本方針とします。

料金収入の見通し

　水道事業では、現在7名（専任）で日常業務を行っています。水道事業の運営にあたっては、現在の組織体制を維持し、人材を確保していく
必要があり、一定の職員数を確保しておくことが不可欠です。また、技術職員間での技術の継承も、今後の課題となってきます。
　今後の事業運営のため、広域連携による技術協力や水道事業経験者からの技術継承に取り組むとともに、民間活力の積極的な活用も検
討していくことが重要となります。

施設の見通し

組織の見通し

　岡垣町の送水管・配水管は昭和40年代から建設されており、管路の更新と同時に耐震適応管・非耐震管の耐震化を順次進めていく必要が
あることから、平成27年3月に耐震化計画を策定しました。その計画をもとに、送水管・配水管の更新及び耐震化を行っています。
　また、岡垣町の浄水場・配水池は建設当時より耐震性を考慮した設計となっているものの、老朽化や耐震性の保持が懸念されることから、
平成21年度より耐震化計画を策定し、平成23年度に耐震診断が完了しました。その結果、耐震性は保持されていると診断されました。しか
し、浄水場においては建設後約40年が経過しており、大規模な更新の時期を迎えることとなるため、今後は計画的な更新工事を行うことがで
きるよう、アセットマネジメントを策定する必要があります。
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４．投資・財政計画（収支計画）

（１）

③　収支計画のうち投資以外の経費についての説明

（２）投資・財政計画（収支計画）の策定に当たっての説明

①　収支計画のうち投資についての説明

目 標
安心・安全な水の安定供給ができるよう、計画的な更新・改良工事を行い、有収率90.0％を目指し
ます。

目 標
水道事業の健全な運営を行うために財政計画を策定し、財源の確保に努めます。
また、企業債償還金を踏まえ、計画的な起債の借入を行います。

②　収支計画のうち財源についての説明

　人件費については、地方公務員法の給与の決定原則に基づき、人事院勧告等国及び県の動向を踏まえ条例で定める額を基に積算してい
ます。平成30年度予算では収益的支出より4名、資本的支出より3名の人件費を計上しています。

　動力費、修繕費については過去の実績を基に、電気料金の改定等を見込んで積算しています。修繕費は積算に加え、平成３１年度、平成３
３年度には抜気塔充填剤取換工事、水管橋修繕工事の実施に伴う費用を計上しています。

　減価償却費については、平成27年度までに取得した固定資産にかかる減価償却費に、平成28年度以降に取得予定の固定資産にかかる減
価償却費を見込んで積算しています。平成32年度から減価償却費が増加する見込みとなっていますが、これは平成31年度に実施予定となっ
ている自家発電設備設置工事によるものです。

　支払利息については、平成28年度までに借り入れた企業債は、償還表により算出し、平成29年度以降に借り入れる予定の分については、
企業債の借入条件に基づいて積算しています。

投資・財政計画（収支計画）　：　 別　紙　の　と　お　り

　
　平成２７年度に策定した、耐震化計画に基づき、主要な管路の耐震化・長寿命化を図ります。送・配水管の耐震化事業費の概算は２，７９７，
３００千円となっており、平成６０年度までの整備を目標としています。また、新設工事として上畑地区への水道管布設工事を実施しています。

　原水・浄水施設については、老朽化が著しく、年度ごとに井戸ポンプや浄水場濾過機、流量計等の修繕を実施していく必要があり、その経
費を見込んでいます。
　現在、平成３１年度に岡垣町浄水場・配水池の自家発電設備設置工事を行うことを検討している状況にあります。工事を実施した場合は、
建設改良費が平成３１年度にピークを迎える見通しです。それに伴い減価償却費や企業債償還金等も増加していくことが予測されます。

　原水・浄水施設、配水管ともに経年劣化が進んでおり、計画期間内の改良更新工事に伴う建設改良費は増加していくことが見込まれます。
費用対効果を常に分析し、効果的で効率的な工事を行うことが重要となります。

　料金収入については、平成19年度～平成28年度の決算時における収益の減少率を算出し、平成28年度の料金収入に乗じて算出していま
す。
　給水戸数は毎年増加しているものの、給水人口は減少していく見込みとなっています。よって、営業収益において、今後大幅に増加する要
因はないと考えられます。

　企業債については、現在検討中である、自家発電設備設置工事における借入も合わせて見込んでいます。実施した場合は平成31年度に借
入がピークとなる予定です。今後の原水・浄水施設及び配水管の改良・更新の計画により借入額が増加する可能性もあるため、計画的な起
債を行う必要があります。

　施設・管路の更新等により建設改良費、修繕費は増加する一方、財源は減少していくため、平成38年度には資金が不足してしまうことが予
想されます。今後も安定した水道水の供給を行うために、平成31年度より水道料金の改定について検討を行います。



（３）投資・財政計画（収支計画）に未反映の取組や今後検討予定の取組の概要

①　投資について検討状況等

②　財源について検討状況等

③　投資以外の経費についての検討状況等

５．経営戦略の事後検証、更新等に関する事項

経営戦略の進捗管理（モニタリング）は随時行うものとし、大幅な事業計画の変更等が発生する場合
はその都度見直し（ローリング）を行います。見直しをするにあたっては、経営戦略の実施状況の投
資・財政計画との乖離やその原因に対する分析を行い、その結果を時期戦略へと反映していくことと
し、計画策定（Plan）、実施（Do）、検証（Check）、見直し（Action）のサイクル（PDCAサイクル）を継続
的に運用していきます。

施 設 ・ 設 備 の 長 寿 命 化 等 の
投 資 の 平 準 化

現在の施設は耐震基準を満たしていますが、今後も必要に応じて耐震診断等を行っていく必要があり
ます。また、アセットマネジメントを作成する際には将来の更新費用が平準化するよう十分検討を行い
ます。

広 域 化 技術協力等も含め、近隣市町村との広域化の可能性について、検討を行います。

料 金

経 営 戦 略 の 事 後 検 証 、
更 新 等 に 関 す る 事 項

資 産 の 有 効 活 用 等 （ *2 ） に よ る
収 入 増 加 の 取 組

そ の 他 の 取 組 該当ありません。

配水管の更新・新設及び浄水場施設等の更新には不可欠なものとなるため、償還金、利息が過大と
ならないよう計画的に借り入れを行います。

現在は繰出基準に基づき算出し、計上を行っています。

検針業務・料金徴収業務等の民間委託の可能性について、検討を行います。
民間の資金・ ノウハウ等の活用
（ PFI ・ DBO の 導 入 等 ）

そ の 他 の 取 組

給水収益は減少傾向にありますが、施設・管路の老朽化により今後更に修繕費は増加していきます。
現行の料金水準であれば、平成31年度には収益が赤字となる見込みとなっており、平成31年度から
料金改定の検討を開始します。

動 力 費

該当ありません。

職 員 給 与 費

平成27年度よりデマンドコントロール装置を設置したことにより、費用の削減を図っています。

今後の財政状況や業務状況により、適正な職員の配置等を検討していきます。

現在は、浄水場管理の一部を民間に委託しています。　今後も効率化と組織体制の両面から民間委
託の推進を検討していく必要があります。

配水施設・管路の老朽化により大規模な修繕工事を行う必要があり、今後更に支出額が増加する見
込みとなっており、削減は難しい状況です。

施 設 ・ 設 備 の 廃 止 ・ 統 合
（ ダ ウ ン サ イ ジ ン グ ）

施 設 ・ 設 備 の 合 理 化
（ ス ペ ッ ク ダ ウ ン ）

該当ありません。

そ の 他 の 取 組 該当ありません。

企 業 債

*2　遊休資産の売却や貸付、債券運用の導入、小水力発電や太陽光発電など

委 託 料

修 繕 費

繰 入 金

該当ありません。

将来的に水需要が減少し、供給過多の状態になることが予想されるため、施設規模の見直しや配水
管口径の変更等を検討していく必要があります。

※　投資・財政計画（収支計画）に反映することができなかった検討中の取組や今後検討予定の取組について、その内容等を記載すること。
　　 また、（１）において、純損益（法適用）又は実質収支（法非適用）が計画期間内の最終年度で黒字とならず、赤字が発生している場合には、赤字の解消に向け
　 た取組の方向性、検討体制・スケジュール等について記載する必要があること。



様式第2号（法適用企業・収益的収支） 投資・財政計画
（収支計画） （単位：千円，％）

年　　　　　　度 平成27年度 平成28年度

区　　　　　　分 （ 決 算 ） （ 決 算 ）

１． (A) 455,007 449,976 444,578 440,341 436,916 433,759 429,782 425,739 422,654 419,593 416,555 413,540 410,549
(1) 423,472 424,833 418,280 415,643 412,462 409,305 406,172 403,063 399,978 396,917 393,879 390,864 387,873
(2) (B)
(3) 31,535 25,143 26,298 24,698 24,454 24,454 23,610 22,676 22,676 22,676 22,676 22,676 22,676

２． 33,695 33,624 30,223 32,080 31,774 33,084 32,993 33,107 33,167 33,280 33,394 33,334 33,398
(1) 240 120 360 360 360 360 360 360 360 360 360 360

240 120 360 360 360 360 360 360 360 360 360 360

(2) 30,852 31,069 27,729 29,761 30,464 32,143 32,052 32,166 32,226 32,339 32,453 32,393 32,457
(3) 2,843 2,315 2,374 1,959 950 581 581 581 581 581 581 581 581

(C) 488,702 483,600 474,801 472,421 468,690 466,843 462,775 458,846 455,821 452,873 449,949 446,874 443,947
１． 414,764 426,389 427,343 426,627 428,932 432,678 443,070 442,165 438,716 441,034 439,535 439,840 440,310
(1) 23,727 26,337 27,174 18,131 18,352 18,475 18,598 18,723 18,849 18,976 19,104 19,232 19,362

13,522 12,750 13,416 8,929 9,000 9,072 9,145 9,218 9,292 9,366 9,441 9,517 9,593
2,862 2,793 3,133 2,901 3,000 3,000 3,000 3,000 3,000 3,000 3,000 3,000 3,000
7,343 10,794 10,625 6,301 6,351 6,402 6,453 6,505 6,557 6,610 6,662 6,716 6,769

(2) 213,630 229,846 226,073 234,398 236,076 235,020 242,756 237,947 237,947 237,947 237,947 237,947 237,947
42,807 43,154 45,926 47,222 47,222 47,222 47,222 47,222 47,222 47,222 47,222 47,222 47,222
34,694 38,047 37,034 39,814 44,074 38,518 46,296 41,296 41,296 41,296 41,296 41,296 41,296

32 252 277 277 277 277 277 277 277 277 277 277 277
136,097 148,393 142,836 147,085 144,503 149,003 148,961 149,152 149,152 149,152 149,152 149,152 149,152

(3) 177,407 170,206 174,096 174,098 174,504 179,183 181,716 185,495 181,920 184,111 182,484 182,661 183,001
２． 55,049 51,946 47,319 45,518 43,930 42,880 42,481 42,673 42,679 42,798 42,976 43,145 43,285
(1) 53,504 50,311 47,086 45,239 43,651 42,601 42,202 42,394 42,400 42,519 42,697 42,866 43,006
(2) 1,545 1,635 233 279 279 279 279 279 279 279 279 279 279

(D) 469,813 478,335 474,662 472,145 472,862 475,558 485,551 484,838 481,395 483,832 482,511 482,985 483,595
(E) 18,889 5,265 139 276 △ 4,172 △ 8,715 △ 22,776 △ 25,992 △ 25,574 △ 30,959 △ 32,562 △ 36,111 △ 39,648
(F)
(G)
(H)

18,889 5,265 139 276 △ 4,172 △ 8,715 △ 22,776 △ 25,992 △ 25,574 △ 30,959 △ 32,562 △ 36,111 △ 39,648
(I) 334 264 229 337 613 △ 7,136 △ 30,959 △ 67,070 △ 107,017
(J) 523,352 494,737 449,371 423,705 392,351 359,960 318,356 272,317 175,710 113,154 48,021 △ 26,329 △ 106,813

8,694 7,643 7,275 7,290 7,726 7,726 7,726 7,726 7,726 7,726 7,726 7,726 7,726
(K)

143,020 154,145 153,836 150,088 149,804 143,510 150,174 152,034 153,894 152,338 157,445 159,514 166,017

19,544 6,187 9,773 11,404 11,727 11,727 11,727 11,727 11,727 11,727 11,727 11,727 11,727
( I )

(A)-(B)

(L)

(M) 455,007 449,976 444,578 440,341 436,916 433,759 429,782 425,739 422,654 419,593 416,555 413,540 410,549

(N)

(O)

(P)

営 業 外 収 益

料 金 収 入
受 託 工 事 収 益
そ の 他

平成29年度

営 業 収 益

平成30年度 平成35年度 平成36年度 平成37年度 平成38年度平成31年度 平成32年度 平成33年度 平成34年度

長 期 前 受 金 戻 入

そ の 他

収 入 計
そ の 他

そ の 他
減 価 償 却 費

営 業 外 費 用

う ち 未 収 金

収

益

的

収

入

材 料 費

収

益

的

支

出

営 業 費 用
職 員 給 与 費

基 本 給
退 職 給 付 費
そ の 他

経 費
動 力 費
修 繕 費

支 払 利 息

補 助 金
他 会 計 補 助 金
そ の 他 補 助 金

累 積 欠 損 金 比 率 （ ×100 ）

流 動 負 債

支 出 計
経 常 損 益 (C)-(D)

特 別 利 益
特 別 損 失
特 別 損 益 (F)-(G)

収

益

的

収

支

当 年 度 純 利 益 （ 又 は 純 損 失 ） (E)+(H)
繰 越 利 益 剰 余 金 又 は 累 積 欠 損 金
流 動 資 産

△ 1.7 △ 7.4

う ち 建 設 改 良 費 分
う ち 一 時 借 入 金
う ち 未 払 金

0.1 0.1

平成39年度

△ 26.1

健 全 化 法 施 行 規 則 第 ６ 条 に 規 定 す る
解 消 可 能 資 金 不 足 額

健 全 化 法 施 行 令 第 17 条 に よ り 算 定 し た
事 業 の 規 模

健全化法第22条により算定した
資 金 不 足 比 率

(（N）/（P）×100)

地方財政法施行令第15条第１項により算定した
資 金 の 不 足 額

営 業 収 益 － 受 託 工 事 収 益 (A)-(B)
地 方 財 政 法 に よ る
資 金 不 足 の 比 率

(（L）/（M）×100)

健 全 化 法 施 行 令 第 16 条 に よ り 算 定 し た
資 金 の 不 足 額

△ 16.20.1 0.1 0.1



様式第2号（法適用企業・資本的収支） 投資・財政計画
（収支計画）

（単位：千円）
年　　　　　度 平成27年度 平成28年度

区　　　　　分 （ 決 算 ） （ 決 算 ）

１． 134,500 148,000 132,400 136,900 172,500 144,300 157,000 141,100 149,300 149,300 149,300 149,300 149,300

２．

３．

４． 4,775 4,881 3,507 5,106 5,106 5,106 5,106 5,106 5,106 5,106 5,106 5,106 5,106

５．

６．

７．

８． 13,717 994 1,890 39,000

９．

(A) 152,992 153,875 137,797 142,006 216,606 149,406 162,106 146,206 154,406 154,406 154,406 154,406 154,406

(B)

(C) 152,992 153,875 137,797 142,006 216,606 149,406 162,106 146,206 154,406 154,406 154,406 154,406 154,406

１． 202,920 198,342 173,832 167,618 242,183 174,468 188,058 173,474 187,988 188,421 188,862 189,312 189,771

21,618 13,529 13,883 21,545 21,976 22,415 22,864 23,321 23,787 24,263 24,748 25,243 25,748

２． 133,095 143,020 154,146 153,836 150,088 149,804 143,510 150,174 152,034 153,894 152,338 157,445 159,514

３．

４．

５．

(D) 336,015 341,362 327,978 321,454 392,271 324,272 331,568 323,648 340,022 342,315 341,200 346,757 349,285

(E) 183,023 187,487 190,181 179,448 175,665 174,866 169,462 177,442 185,616 187,909 186,794 192,351 194,879

１． 161,868 163,633 152,825 151,606 149,040 152,040 154,664 158,329 154,694 156,772 155,031 155,268 155,544

２． 21,155 23,854 37,356 27,842 26,625 22,826 14,798 19,113 30,922 31,137 31,763 37,083 39,335

３．

４．

(F) 183,023 187,487 190,181 179,448 175,665 174,866 169,462 177,442 185,616 187,909 186,794 192,351 194,879

(G)

(H) 2,568,960 2,573,940 2,556,795 2,512,860 2,505,172 2,499,667 2,513,207 2,504,133 2,501,398 2,496,804 2,493,766 2,485,622 2,475,408

○他会計繰入金 （単位：千円）

年　　　　　度 平成27年度 平成28年度

区　　　　　分 （ 決 算 ） （ 決 算 ）

240 120 360 360 360 360 360 360 360 360 360 360

240 120 360 360 360 360 360 360 360 360 360 360

4,775 4,881 5,397 5,106 44,106 5,106 5,106 5,106 5,106 5,106 5,106 5,106 5,106

4,775 4,881 5,397 5,106 44,106 5,106 5,106 5,106 5,106 5,106 5,106 5,106 5,106

4,775 5,121 5,517 5,466 44,466 5,466 5,466 5,466 5,466 5,466 5,466 5,466 5,466

平成39年度

平成39年度平成38年度

収 益 的 収 支 分

う ち 基 準 内 繰 入 金

平成34年度 平成35年度 平成36年度

(A)のうち翌年度へ繰り越さ
れる支出の財源充当額

純 計 (A)-(B)

資

本

的

支

出

建 設 改 良 費

う ち 職 員 給 与 費

企 業 債 償 還 金

他 会 計 長 期 借 入 返 還 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

資 本 的 収 支 分

平成31年度 平成32年度 平成33年度平成30年度平成29年度

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

合 計

平成37年度

資

本

的

収

支

補 塡 財 源 不 足 額 (E)-(F)

他 会 計 借 入 金 残 高

企 業 債 残 高

資本的収入額が資本的支出額に
不足する額     　　    (D)-(C)

補

塡

財

源

損 益 勘 定 留 保 資 金

利 益 剰 余 金 処 分 額

繰 越 工 事 資 金

そ の 他

計

他 会 計 へ の 支 出 金

資

本

的

収

入

そ の 他

計

他 会 計 借 入 金

国 （ 都 道 府 県 ） 補 助 金

固 定 資 産 売 却 代 金

工 事 負 担 金

計

そ の 他

平成35年度 平成36年度 平成37年度

他 会 計 負 担 金

平成38年度

企 業 債

う ち 資 本 費 平 準 化 債

他 会 計 出 資 金

他 会 計 補 助 金

平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度 平成34年度


